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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成23年６月27日に提出いたしました第62期（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）有価証券報告書の記載
事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであ
ります。

 

２【訂正事項】

第一部    企業情報
　第３　設備の状況

　　３　設備の新設、除却等の計画

　　（２）重要な設備の改修

　第５　経理の状況

　　１　連結財務諸表等

（１）連結財務諸表

注記事項

（リース取引関係）

　　２　財務諸表等

　（１）財務諸表

注記事項

（リース取引関係）

 

３【訂正箇所】

　　訂正箇所は＿を付して表示しております。
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第一部【企業情報】

　第３【設備の状況】

　　３【設備の新設、除却等の計画】

　　（２）重要な設備の改修

（訂正前）

会社名事

業所名
所在地

セグメン

トの名称

設備の

内容

投資予定金額
資金調

達方法

着手及び完了

予定年月 完成後の

増加能力総額 既支払額
着手 完了

(百万円) (百万円)

㈱サトー　

　商会本社

仙台市

宮城野区

卸売業

部門

建物及び

　倉庫設

備

250,000－
自己

資金

平成　　　

　23.４

平成　　　

　23.９
（注）１

（注）１．平成23年３月11日に発生した東日本大震災により破損した設備の入替・復旧を図るものであり、増加能力に

ついては具体的に数値化できませんので省略しております。

２．金額には消費税等を含めておりません。

（訂正後）

会社名事

業所名
所在地

セグメン

トの名称

設備の

内容

投資予定金額
資金調

達方法

着手及び完了

予定年月 完成後の

増加能力総額 既支払額
着手 完了

(千円) (千円)

㈱サトー　

　商会本社

仙台市

宮城野区

卸売業

部門

建物及び

　倉庫設

備

250,000－
自己

資金

平成　　　

　23.４

平成　　　

　23.９
（注）１

（注）１．平成23年３月11日に発生した東日本大震災により破損した設備の入替・復旧を図るものであり、増加能力に

ついては具体的に数値化できませんので省略しております。

２．金額には消費税等を含めておりません。
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第５【経理の状況】

　　１【連結財務諸表等】

　（１）【連結財務諸表】

　　　　【注記事項】

　　　　　（リース取引関係）

（訂正前）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として小売業における賃借物件（建物）でありま

す。

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

同左

（イ）無形固定資産

　ソフトウエアであります。

（イ）無形固定資産

同左

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（２）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

②　リース資産の減価償却の方法

同左

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

同左

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物及び構築物 326,842256,12570,717

機械装置及び運
搬具

131,84275,82756,015

工具、器具及び
備品

92,28377,00515,277

ソフトウェア 36,72325,41711,306

合計 587,691434,374153,317

 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物及び構築物 317,102219,68597,416

機械装置及び運
搬具

107,40470,09937,305

工具、器具及び
備品

35,72531,3774,348

ソフトウェア 28,31123,5364,774

合計 488,543344,697143,845

 

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 53,712千円

１年超 116,715 

合計 170,428 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 44,728千円

１年超 123,393 

合計 168,121 

 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 84,745千円

減価償却費相当額 75,228 

支払利息相当額 5,851 

 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 64,490千円

減価償却費相当額 54,348 

支払利息相当額 7,116 

 

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし各期への配分方法については、利

息法によっております。

(5)利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 148,567千円

１年超 643,929 

合計 792,496 

 

１年内 119,503千円

１年超 635,486 

合計 754,989 

 

(減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について）

同左
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（訂正後）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として小売業における賃借物件（建物）でありま

す。

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

同左

（イ）無形固定資産

　ソフトウエアであります。

（イ）無形固定資産

同左

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（２）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

②　リース資産の減価償却の方法

同左

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

同左

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物及び構築物 409,799292,073117,726

機械装置及び運
搬具

131,84275,82756,015

工具、器具及び
備品

92,28377,00515,277

ソフトウェア 36,72325,41711,306

合計 670,648470,322200,326

 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物及び構築物 317,102219,68597,416

機械装置及び運
搬具

107,40470,09937,305

工具、器具及び
備品

35,72531,3774,348

ソフトウェア 28,31123,5364,774

合計 488,543344,697143,845

 

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 57,497千円

１年超 169,776 

合計 227,274 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 44,728千円

１年超 123,393 

合計 168,121 

 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 91,389千円

減価償却費相当額 79,375 

支払利息相当額 8,901 

 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 64,490千円

減価償却費相当額 54,348 

支払利息相当額 7,116 

 

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし各期への配分方法については、利

息法によっております。

(5)利息相当額の算定方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 149,723千円

１年超 655,871 

合計 805,594 

 

１年内 119,503千円

１年超 635,486 

合計 754,989 

 

(減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について）

同左
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　　２【財務諸表等】

　（１）【財務諸表】

　　　　【注記事項】

　　　　　（リース取引関係）

（訂正前）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として小売業における賃借物件（建物）でありま

す。

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

同左

（イ）無形固定資産

　ソフトウエアであります。

（イ）無形固定資産

同左

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

②　リース資産の減価償却の方法

同左

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

同左

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物 326,842256,12570,717

機械及び装置 4,333 4,261 72

車両運搬具 127,50971,56655,943

工具、器具及び
備品

92,28377,00515,277

ソフトウェア 36,72325,41711,306

合計 587,691434,374153,317

 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物 317,102219,68597,416

車両運搬具 107,40470,09937,305

工具、器具及び
備品

35,72531,3774,348

ソフトウェア 28,31123,5364,774

合計 488,543344,697143,845

 

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 53,712千円

１年超 116,715

合計 170,428

 

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 44,728千円

１年超 123,393

合計 168,121

 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 84,336千円

減価償却費相当額 74,845

支払利息相当額 5,849

 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 64,490千円

減価償却費相当額 54,348

支払利息相当額 7,116
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前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5)利息相当額の算定方法

同左

２.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 148,567千円

１年超 643,929

計 792,496

 

１年内 119,503千円

１年超 635,486

計 754,989

 

(減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について）

同左
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（訂正後）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として小売業における賃借物件（建物）でありま

す。

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

同左

（イ）無形固定資産

　ソフトウエアであります。

（イ）無形固定資産

同左

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

②　リース資産の減価償却の方法

同左

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

同左

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物 409,799292,073117,726

機械及び装置 4,333 4,261 72

車両運搬具 127,50971,56655,943

工具、器具及び
備品

92,28377,00515,277

ソフトウェア 36,72325,41711,306

合計 670,648470,322200,326

 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物 317,102219,68597,416

車両運搬具 107,40470,09937,305

工具、器具及び
備品

35,72531,3774,348

ソフトウェア 28,31123,5364,774

合計 488,543344,697143,845

 

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 57,497千円

１年超 169,776

合計 227,274

 

(2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 44,728千円

１年超 123,393

合計 168,121

 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 90,980千円

減価償却費相当額 78,993

支払利息相当額 8,899

 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 64,490千円

減価償却費相当額 54,348

支払利息相当額 7,116

 

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5)利息相当額の算定方法

同左
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前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

２.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 149,723千円

１年超 655,871

計 805,594

 

１年内 119,503千円

１年超 635,486

計 754,989

 

(減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について）

同左
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